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北海道各界連は、「一体改革特別委員」を務める町村信孝議員、鉢呂吉雄議員の事務所前での宣伝行動を計画中。道内の民主商工会は、班・支部からいっせいに要請ファクスを送る行動に取り組んでいます。15日には札幌市で夕デモを計画、200人を越える参加者で成功させようとしています。16、17日には札幌ドーム前で野球観戦客にむけての宣伝行動も展開します。

千葉県各界連は8日、県消費生活ネットワーク会議に加入している消費者団体・4団体を訪問し、懇談しました。
県生協連では7日に日本生協連がコメントを出したことを紹介。県消団連では20日の幹事会で団体署名を検討してくれることになりました。
県連合婦人会では本日、総会が開かれており、直後の突然の訪問にもかかわらず、会長以下3人が快く応対し、20分懇談。「団体としては難しい」（会長）といいつつも、「個人的には増税は良くないと思う。導入時も社会保障のためと言っていたのに、使われてきたかどうか疑わしい」、「今の経済状況で税金を上げるという考え方がおかしいですね。しかも4年は上げないといっていたのに、公約違反ですね」（事務局）、「増税ではなく、景気をよくしていくことが最優先じゃないでしょうか。若い人たちは仕事も結婚も大変で、未来がない」（役員）と対話が弾みました。
京都では、行政区ごとの各界連が多彩な取り組みを展開します。10日にはコープイン京都が200人で決起集会とパレードをおこないます。13日には10人以上の代表団を東京へ送ります。

和歌山県各界連は、6月15日を集中行動「オール和歌山1000人デー」に設定。全県いっせいターミナル宣伝などを展開します。「民主・自民・公明の協議なんかに負けられへんで！」と元気です。

日本生活協同組合連合会が野田首相に意見書
 日本生協連は8日、「社会保障と税の一体改革の論議に係る要望書」を内閣総理大臣に提出しました。
 　意見書は、「この間の『衆院社会保障と税の一体改革特別委員会』の議論を踏まえると、政府・民主党は自民党をはじめとした各野党との協議をすすめる中で、消費税増税法案を可決させるために社会保障改革で掲げている政策を取りやめる可能性も出てきており、結果として消費税増税法案の可決のみを目的とした議論になりかねない」とし、①消費税増税関連法案のみの可決を前提とした議論とならないよう、社会保障改革や消費税以外の税制改革を含めた議論を進めること。②消費税が増税された場合の「逆進性」対策としている「簡素な給付措置」、「給付付き税額控除」の制度について、具体的数値などが不透明であり、早急に内容を明確にすること。③食品などの生活必需品に対する非課税などの議論についても検討すること、の3点を求めています。 
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土日の活動が情勢を変える！


全国で大宣伝行動の“嵐”を！　











このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。ご活用お願いいたします。
























































































































































